
１ 計画策定の趣旨等 

  ・平成 25年 12月 「国土強靭化基本法※」  公布・施行 

・平成 26年 ６月 「国土強靭化基本計画」 閣議決定 
  

 
⇒方針：本町においても、令和３年７月・８月の大雨災害等による被害を受け、大規

模自然災害が起きても機能不全に陥らず、災害から迅速に回復する「強さ」と

「しなやかさ」をもった地域づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画策定の基本的な考え方 

  基本目標の達成に向け、次のような手順等により、事前に備えるべき５つの目標

を明確にするとともに、13ケースのリスクシナリオ（起きてはならない最悪の事

態）を設定し、その脆弱性の評価に基づく取組の推進について検討しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前に備えるべき５つの目標 

リスクシナリオ 13ケース 

ＳＴＥＰ５ 取組の方向性の決定及び具体的な取組の作成 

ＳＴＥＰ２ リスクシナリオ・施策分野の設定 

ＳＴＥＰ１ 地域を強靭化する上での目標の明確化 

ＳＴＥＰ４ 評価結果に基づくマトリクスの作成 

ＳＴＥＰ３ リスクシナリオ別の脆弱性の評価 

各年度における取組事業の精選及び計画的な事業の実施 

取組の評価 全体の取組の見直し・改善 

Check Action 

Do 

対象とする災害：地震・津波、風水害、降灰 

【国土強靭化とは】 

大規模自然災害等に備えるため、「事前

防災・減災」と「迅速な復旧・復興」に資

する施策を、まちづくり政策や産業政策も

含めた総合的な取組として計画的に実施

し、強靭な国づくり・地域づくりを推進す

ること。 

基本目標 

最大限の人命保護 町域の重要な機能の保持 財産等の被害の最小化 迅速な復旧・復興 

湯河原町国土強靭化地域計画の概要について 

Plan 

※ 正式名称は「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」 

応急対策 復旧・復興 
脆弱性の評価を踏まえ、 
施策を推進(強靭化) 

災害予防 

応急体制整備 

迅速な復旧・復興体制整備 

【国土強靭化地域計画】 【地域防災計画】 



３ 脆弱性の評価に基づく取組の推進（検討の一例） 

 

    

 1-1 建物等の倒壊や火災等による多数の死傷者の発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
４ 本計画の進行管理 

町地域計画で位置づけられた方向性と具体的な取組に基づき、毎年度、取組むべ

き事業を精選し着実に実施します。その事業の実績などから効果を検証するととも

に、防災会議などにより意見等を求め、取組を評価し、社会情勢の変化等も踏まえ、

必要に応じ計画の見直し・改善を図ります。 
 
【参考】国土強靭化基本法 抜粋 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、第二条の基本理念にのっとり、国土強靱化に関し、国との適切な役

割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を総合的かつ計画的に策定

し、及び実施する責務を有する。 

（国土強靱化地域計画） 

第十三条 都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、当該都道府県又は市町村の区域における国土強靱化に関する施策の推進に関する基本

的な計画（以下「国土強靱化地域計画」という。）を、国土強靱化地域計画以外の国土強靱化

に係る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきものとして定めることができる。 

 

１ 直接死を最大限防ぐ 

マトリクスによる評価結果などの漏れや連携等を確認  

① 住宅・建物等の倒壊・延焼等 

② 避難場所となる公共施設の整備 

③ 社会資本等の整備 

④ 自助・共助の必要性 

⑤ 道路及び消防力の強化 

脆弱性の評価 

・ 耐震診断や耐震改修の推進 

・ 消火・救急体制の構築 

・ 避難場所の整備や社会資本の長

寿命化 

・ 避難支援体制の強化 

取組の方向性 

〇 旧耐震基準の建物の耐震診断や耐震改修の推進 

〇 消防車両・救急車両、防災資機材及び防火水槽等の整備・維持管理 

〇 避難場所となる公園や公共施設の安全対策及び防災機能の整備 

〇 避難所となる学校、保育園及び地域会館等の長寿命化及び防災機能の整備 

〇 組積造（ブロック塀等）撤去・住宅リフォーム費用の一部助成の推進 

 具体的な取組 


